

































































(２) Richard N.Haas,The Age of Nonpolarity,Foreign Affairs(New York,2008May/
June,Volume87 No. 3),

















































































































(７) 2007年のいわゆる IPCC第４次評価報告書は、CLIMATE CHANGE 2007と題された
３分冊からなるもので、この部分は、たとえばその第一分冊である CLIMATE CHASN-





































































































































































(19) Report of the Conference of the Parties on its First Session,held at Berlin from28
March to 7April1995(FCCC/CP/1995/7),Part One,Ⅱ,B para 9,10,pp.8.
(20) より正確に言えば、COP2以降、毎回の条約事務局の COP報告書において、それぞれ
の COPにおいて、 ルール42を除いた部分について手続き規則が適応されることが合意され
た、と記載されている。たとえば、FCCC/CP/2009/11,Part OneⅡ B,para 6-9.P.6.
(21) United Nations Framework Convention on Climate Change Handbook (2006,



















































































































































（Quantified Emission Limitation and Reduction Commitments,QELRCs）、あるいは
総量割り当て規制（Assigned Amount Unit、AAU）を続けるのがよいか（「すべて
の主要排出国による意欲的な目標の合意」とはいっても、「歴史的責任論」もあり、皆
同様のAAUを課すということは現実的ではあるまい）、その基準年はこれまでと同
様に1990年にするのがよいのか、さらには、京都議定書は、排出削減を促進する
ために補完的措置として市場メカニズムを導入し、排出権取引（議定書第17条）、
共同実施（第６条）そしてクリーン開発メカニズム（CDM,第12条）という、いわ
ゆる「京都メカニズム」を規定しているが、QELRCsとかAAUでない削減義
務のかけ方をするとしたときに、この「京都メカニズム」をどうするか、などと
いった諸点である。特に、最後の点は、CO2等の排出削減のために、一定の基準
値に対して CO2等に価格をつけて市場で取引することによって削減を一層促進
しようとする「カーボン・マーケット」の考え方に深く関わっており、これにつ
いてこれからどのように国際的な制度構築を推し進めてゆくかは、国際経済・社
会、いや、国際政治の基本を変えかねない重要さを孕んだ大きな問題と思わ
(28)
れる。
（2011年１月10日脱稿)
(28) キャップ・アンド・トレードによるカーボン・マーケットの成立は、今後の米国や我が
国の法整備がどうなるかにもよるが、場合によっては、国際社会の政治・経済・社会構造に
決定的に大きな影響を与える市場の誕生につながるかもしれない。既に、京都メカニズムの
下でのクリーン開発メカニズム（CDM、先進国と途上国間でのクレジットによるオフセッ
ト）は、2009年には総額約28億ドルの規模に達し、その72％が中国に流れている。また、
EU－ETSの中では、ECX（ロンドン欧州取引所）が欧州の取引の88．5％をカバーしてい
て、その取引量は、2005年には約１億トンだったものが、2006年５億トン、2007年10億ト
ン、2008年25億トン、そして2009年には約46億トンと、飛躍的に拡大している。米国でも、
ワックスマン＝マーキー法案は既に昨年下院を通過、上院では、ケリー＝リーバーマン法案
が審議されており、何らかのキャップ・アンド・トレードシステムが米国連邦レベルで成立
するかが焦点の一つになっている。なお、わが国でも、地球温暖化対策法案が国会に提出さ
れて審議中で（以上は、2010年６月10日時点）、その中では、排出量取引制度の新設が謳わ
れていて、具体的な制度構築は、法案成立後一年を目処に別途の法律によって確立されるこ
とが議論されている。尤も、本校執筆の2011年１月の時点では、近い将来、米国でキャッ
プ・アンド・トレードシステムを含む気候変動法案が成立する見通しは高くなく、日本の法
案の行方も不透明といわざるを得ない状況である。しかし、にもかかわらず、この「カーボ
ン・マーケット」に係わる問題は、もう少し中期、長期の視点で見た場合に、経済・社会に
及ぼす現実の影響という点では、気候変動問題の中でも最大の焦点とも言える問題のように
思われる。
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